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研究終了課題のフォローアップ調査について 

 

１． 概要 

 これまでに新道路技術会議で採択し、終了した研究課題について、その後の活用状況等を

把握するため、昨年度に引き続きフォローアップ調査を実施。 
 

２． 調査概要 

・ H23 年度までに研究終了し、事後評価が完了した 24 課題の研究代表者に対して、メー

ルによるアンケート調査を実施（回答：20 課題）。 
・ アンケート調査結果を踏まえ、成果活用の進展等があった中から、2 課題の研究代表者に

対してヒアリング調査を実施（ヒアリング概要については後述）。 
 

３． アンケート調査結果 

（１）終了後の研究の状況（グラフ１参照） 

・ 大部分（14）は採択期間終了後も研究を継続中。その内訳は、試験施工レベル（8）、実験

室レベル（6）に大別される。 

・ 一方で、実用化に至ったため研究終了となったケースは、少ないながらも昨年度に比して

増加（２→３） 別表に、具体的な研究テーマと、終了した理由を記述する。藤井、堀、熊谷 

・ 当該研究を中止としたケースは、少ないながらも微増（１→２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「その他」の内容：徳島大山中英生教授「自転車等の中速グリーンモードに配慮した道路空間構成技術に関する研究」：

平成 24 年 11 月に国土交通省道路局・警察庁交通局より本研究成果の内容が取り入れられた「安全で快適な自転車利

用環境創出ガイドライン」が発出され、一層の政策普及段階に入っている。 

 グラフ１ 終了後の研究の状況（H24 と H25 の比較） 
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（２）研究成果の活用状況（グラフ２参照） 

・ 現場で複数採用（7）、試験施工中（5）など、具体的に活用されているケースが過半数。 

・ 試験施工の現場を探している（4）、３年以内に試験施工レベルを目指す（2）のように、活

用を目指している段階のものが 6 件。 

・ 多くの研究成果は、熟度は異なるものの、活用中、もしくは活用を目指した取り組みが行

われている。 

・ 前回調査と比較すると、全般的に僅かながら成果活用の進展がみられる。 

・ 現場で採用が進んでいる主な研究成果を、表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「その他」の内容：①本研究で試みた新たなパフォーマンス指標の算出は、新たなデータソースに基づいた検討が必要で

ある（筑波大石田東生教授）。②現場レベルでの確認のため、実際の現場があれば適用したいと考えている（京大岡二三

生教授）。 

グラフ２ 研究成果の状況（H24 と H25 の比較） 

 

 

表 現場で採用が進んでいる主な研究成果 

No. 領域 タイプ 
委託研究テーマ 

（研究課題名） 
研究代表者 終了後の成果活用等 

17-1 1 Ⅲ 

モビリティマネジメント：社会

心理学的アプローチに基

づくコミュニケーション型

TDM 

京都大学 

大学院 

教授 

藤井 聡 

土木学会内に設置した日本モビリティ・マネジメン

ト会議（JCOMM）は一般社団法人として独立させ、

会員を募り、独自財源で持続的に運営を続けている

（毎年 60～80 本程度の MM 技術の報告有り）。 

17-2 1 Ⅲ 

市民参画型道路計画体系

の提案と道路網計画にお

ける対話技術の開発 

東京工業大学

大学院 教授 

屋井 鉄雄 

  道路の構想段階の計画プロセスガイドラインにつ

いては、国交省の 2008 年ガイドラインに整合するよう

に 2013 年 7 月に改訂され、計画段階評価を計画プ

ロセスの１ステップに位置付けることで一層合理的な

プロセスとするための改善がなされた。 
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17-5 5 Ⅰ 

集客地の活性化に資する、

道路ホスピタリティ表現手

法についての研究開発 

東京大学 

教授 堀 繁 

 長野市善光寺参道整備（2011 年～）、新東名

SAPA 整備（2010～12 年 4 月）、長崎県大村市アー

ケード商店街街路整備(2013 年度～）、神奈川県逗

子市池田通り商店街整備(2013 年度～)  など、本

研究の成果の活用がさらに進展している。 

20-2 4 Ⅱ 

ＩＴを活用した合理的な事

業マネジメントシステムに関

する研究開発 

東京大学 

特任教授 

石川 雄章 

関東地方整備局道路部及び東京国道事務所と連

携し、東京国道事務所に「問合せ対応システム」を導

入し、H23 より運用を開始。また、H24 は千葉国道事

務所にも同システムを導入し、今後さらにその他事

務所への拡大が予定されている。 

 

20-3 5 Ⅰ 

自転車等の中速グリーンモ

ードに配慮した道路空間構

成技術に関する研究 

徳島大学 

大学院 

教授 

山中 英生 

平成２４年１１月に国土交通省道路局・警察庁交

通局より本研究成果の内容が取り入れられた「安全

で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」が発出

され、一層の政策普及段階に入っている。 

20-5 8 Ⅰ 

緻密でよく曲がるセメント系

材料を用いた補修・補強工

法 

名古屋大学 

教授 

中村 光 

H24 年度に国道 23 号線（名古屋国道事務所）の

壁高欄の表面保護工に試験施工を実施した（現在、

経過観察中）。なお、実際の現場にて実施した際

に、交通規制時間の短縮なども含めた社会便益に

対しても当該新技術の優位性があることが検証され

た。 

上記の表に、熊谷先生、常田先生の案件も追加記載。 
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４．ヒアリング調査結果（※ヒアリング実施順） 

（１）高知工科大学 教授 熊谷 靖彦 

研究 

概要 

研究名 ITS を考慮した 1.5 車線的道路整備の整備指針の研究開発 
研究 

代表者 
高知工科大学 地域 ITS 社会研究室 教授 熊谷 靖彦 

研究 

期間 

H21～23 年度（第 15 回国土技術開発賞・地域貢献技術賞（中山間道路走行・ゆずりあ

いロード支援システム）を高知県とともに受賞） 

研究 

内容 

 中山間部の道路の狭隘区間、災害・事故や工事による片側交互通行規制区間等の

安全及び円滑化を図るためには、ハード整備だけでなく ITS 技術を組合せた対策が有

効である。本研究は、地域の実情を考慮した ITS（地域 ITS）技術を活用し、車線・道路

幅員減少区間等における効果的・効率的な走行支援システムの開発を、全国展開を意

識しつつ行うとともに、システム導入効果の評価手法の開発を行ったものである。 

研究成果の 

活用状況 

(1) 高速道路の片側交互通行規制時の安全性向上に関する研究 
H27 の実用化を目指し、NEXCO 西・四国支社と H24・25 年度と共同研究を実施。

 
(2) 新たな走行支援システムの開発と普及展開に関する研究 

ゆずりあいロード支援システムは、H24 に静岡県で実用化が決定し、現在県内 2 個

所で供用開始（前身の中山間走行支援システムは計 64 個所（うち高知県外 39）、現行

のゆずりあいロード支援システムは計 3 個所（同 2）の適用実績）。簡易映像提供装置に

関しては、現場での試行導入を提案しているが、資金の課題も有り結論を得ていない。 
 
(3) 走行支援システム導入効果の評価手法に関する研究 

静岡県が、ゆずりあいロード支援システム導入判断時に判断材料の一つとして活用し

ており、事前評価ツールとして研究は完了。 

成果活用に 

至った要因 

（身の丈に合った施策） 

・予算・時間制約等から抜本的対策が困難な地域の状況下における「次善の策」 

（現場の実情に合わせた機能・運用） 

・ハイテクとローテクの組合せによる現場の実情に合わせた「Fieldware」技術の導入 

（妥当な費用） 

・次善の策としての予算制約への対応、負担可能な運用費（中止の主要因の 1 つ） 

（産学官の協働） 

・管理者、大学、企業の連携による技術開発、行政幹部との人的ネットワークによる他地

域への展開（将来的には「道路付帯設備の設計標準」が目標）。 

中山間走行支援システム・ゆずりあいロード支援システムの設置例 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）JICE ウェブサイト（第 15 回国土技術開発賞「中山間道路走行・ゆずりあいロード支援システム」） 

中山間走行支援システム（文字表示式） ゆずりあいロード支援システム（動的ピクトグラム式） 
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（２）大阪大学大学院 教授 常田 賢一 

研究 

概要 

研究名 道路機能に基づく道路盛土の経済的な耐震強化・補強技術に関する研究開発 

研究 

代表者 
大阪大学大学院 工学研究科 教授 常田 賢一 

研究 

期間 
Ｈ１７～１９年度 （新道路技術会議 優秀技術研究開発賞受賞研究課題） 

研究 

内容 

 地震時の道路ネットワークの安全性や信頼性向上を目的として、道路盛土の性能の

評価方法、評価基準および性能に基づく耐震強化・補強技術の解明のために、現地調

査、室内実験、野外実験および数値解析等、多岐に渡る研究開発を実施した。 

研究成果の 

活用状況 

（委員会・研究会活動） 

・H20～22 土木学会地震工学委員会にて、性能を考慮した道路盛土の耐震設計・耐震

補強に関する研究小委員会を設置。 

・H23～25(一財)災害科学研究所にて、盛土の性能向上技術普及研究会を設置。盛土

の性能向上技術に関するセミナー開催（2012.11）。 

（現場での主な適用実績） 

・H21 金沢河川国道事務所における能越自動車道・七尾氷見道路の高架橋下部工事

（工事用道路）において、ジオテキスタイル天端補強技術を適用。 

・H23 仙台河川国道事務所における震災による国道 6 号の現道復旧・耐震設計におい

て、ジオテキスタイル天端補強技術を適用。 

・H24 阪神高速道路（株）における緊急点検に対し、地震危険度のマクロ評価法を適用

し、対策計画を策定（同年度ＮＥＴＩＳ登録済み）。 

（主な受賞歴等） 

・近畿地方整備局研究発表会優秀賞（H23、22、19（2 編）） 

・H24 地盤工学会関西支部社会貢献奨励賞 

・書籍『盛土の性能の評価・強化・補強技術（仮題）』出版予定（2014. 3）。 

成果活用に 

至った要因 

（人的ネットワークの構築・活用） 

・委員会・研究会等を通じた研究者・専門家・実務担当者等との人的ネットワークの構築

・最初の現場採用については人的ネットワークの活用。 

（研究成果の積極的な PR・広報） 

・無料のセミナー、説明会、報告会等の開催による実務担当者、コンサル等への積極的

な情報発信（まず知ってもらうことが重要）。 

 

金沢河川国道事務所の事例（能越自動車道）   仙台河川国道事務所の事例（国道 6 号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）常田賢一先生ヒアリング調査資料 
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〇ヒアリング調査結果からの考察 

（１）高知工科大学 教授 熊谷 靖彦 

・ 高知県内に続いて H25 には静岡県内で、ゆずりあいロード支援システムの設置・運

用に至った。 

・ 現場で使われる大きな要因のひとつは、性能向上だけでなく、電線の無い山間部で

も太陽電池採用で運用可能にするなど、現場の実情を踏まえた徹底的なコストダウ

ンを念頭に研究を行ったこと。 

・ 静岡県内での設置に際しては、県幹部との人的ネットワークが役に立った。 

・ 静岡県内での設置に際しては、今後の普及拡大を考慮して、地元（関東エリア）企

業でも対応できるように配慮している。 

 

（２）大阪大学大学院 教授 常田 賢一 

・ 盛土の耐震強化については、H21 の金沢での採用に続き、H23 には仙台での震災復旧

工事に採用。この他、H24 の阪神高速の盛土点検による盛土の耐震評価にも採用。 

・ 最初の現場採用（金沢）や阪神高速で評価方法が採用されたきっかけは、人的ネッ

トワークが役に立った。 

・ 普及展開のために、土木学会、地盤工学会、実務委員会、セミナー開催等の様々な

場面での情報発信を継続的に行っている。来年には出版を予定。 

・ 仙台の現場での採用は、民間から発注者への技術提案の中に、本技術が盛り込まれ、

それが採用されたことによるものと想定される。各種情報発信が役に立ったと考え

られる。 

 

〇まとめ（本制度への示唆） 

・ 現場ニーズ、コスト面も含めた現場実情に沿った研究開発の実施 

・ 各種学会や委員会等による継続的な情報発信 

・ 初期段階での技術採用においては、人的ネットワークも大切 
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研究終了課題一覧（２４件） 

No. 
領

域 

タ

イ

プ 

委託研究テーマ 

（研究課題名） 
研究代表者

研究概要等 

（※「その後の状況」はアンケート結果より抜粋） 

アンケート結果

研究状

況※１

活用状

況※２

17-1 1 Ⅲ 

モビリティマネジメン

ト：社会心理学的アプ

ローチに基づくコミュ

ニケーション型 TDM 

京都大学 

大学院 

教授 

藤井 聡 

 交通需要施策（TDM）の実効性を高めるため、モビリテ

ィ・マネジメントの本格実施を見据えた、基礎的かつ実務

的研究を推進するためのプログラム等の開発を行う。 

（その後の状況） 

前回と同様に、さらなる新しい段階の実践組織体を設置

すると共に、より幅広く研究を進めている。一般社団法人

日本モビリティ・マネジメント会議（ＪＣＯＭＭ）をさらに発展

させ、本年度で第七回を数えた。 

①終了 ①適用

17-2 1 Ⅲ 

市民参画型道路計画

体系の提案と道路網

計画における対話技

術の開発 

東京工業大

学大学院 

教授 

屋井 鉄雄

 道路構想段階における計画の説明力を向上させるた

め、対象計画道路と全体道路網計画の論理的関係を明ら

かにした上で、それらを適切に伝えていく市民参画手法、

対話支援システムを研究開発する。 

（その後の状況） 

 特に前回と大きな変化はないが、道路の構想段階の計

画プロセスガイドラインについては、国交省の 2008 年ガイ

ドラインに整合するように 2013 年 7 月に改訂され、計画段

階評価を計画プロセスの１ステップに位置付けることで一

層合理的なプロセスとするための改善がなされた。 

④中止 ①適用

17-3 2 Ⅰ 

道路機能に対応した

性能目標照査型道路

計画・設計手法論の

研究 

名古屋大学

大学院 

教授 

中村 英樹

 道路のトラフィック機能、アクセス機能に対応した交通性

能を十分発揮しつつも、コストを抑えることのできる，合理

的な道路構造と交通運用の組合せを導入可能な，性能照

査型の道路計画設計手法を提案し、その実現に必要な要

素技術に関わる基礎的研究を進めることによって，本手法

論を体系的に提示した。 

― ― 

17-4 4 Ⅱ 

道路機能に基づく道

路盛土の経済的な耐

震強化・補強技術に

関する研究開発 

大阪大学 

大学院 

教授 

常田 賢一

 盛土部分の車道部分を最優先で保持し、かつ異種構造

との境界部に縦断線形を急変させない耐震強化・補強の

設計法と施工法の開発を行う。 

（その後の状況） 

 近畿地方整備局研究発表会優秀賞（H23、22、19（2

編）） 、H24 地盤工学会関西支部社会貢献奨励賞等を受

賞。盛土の性能向上技術に関するセミナー（H24 年 11 月）

開催。盛土の性能向上技術をとりまとめた書籍を出版準備

中。H24 にＮＥＴＩＳ登録済み。 

②試験 ①適用

17-5 5 Ⅰ 

集客地の活性化に資

する、道路ホスピタリ

ティ表現手法につい

ての研究開発 

東京大学 

教授 堀 繁

 道路空間の魅力を向上させるため、来訪者の居心地、

楽しさ等に関わる要素とその効果を整理する等のホスピタ

リティ手法の研究開発を行う。 

（その後の状況） 

 長崎県大村市アーケード商店街街路整備(2013 年度

～）、神奈川県逗子市池田通り商店街整備(2013 年度～)  

など、本研究の成果の活用がさらに進展している。 

①終了 ①適用
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17-6 6 Ⅰ 

市民参加型交通安全

対策・評価システムの

実用化に関する研究 

日本大学 

名誉教授 

高田 邦道

 効果的な交通事故対策を立案するため、事故原因の特

定、対策及び評価等について、汎用性の高いモデルを構

築し、複数自治体に試行する等、関連システムの研究開

発を行う。 

（その後の状況） 

 国内各地やマレーシア、インドネシア、韓国における成

果の活用に向けて引き続き活動しているが、特に新たな展

開がなく、実用化を目指して試験施工等で熟度を高めて

いる段階が続いている。 

③継続 ③現場

17-7 ８ Ⅰ 

ＡＳＲ劣化構造物安

全性能評価手法の開

発 

京都大学 

大学院 

教授 

宮川 豊章

アルカリ骨材反応（ＡＳＲ）に起因する構造物の劣化を適切

に評価するために、コンクリートの品質特性、鉄筋破断量、

コンクリートと鉄筋との一体性を評価項目として、それらを

現地で簡便に評価できる非破壊検査手法、並びに補修・

補強対策を選択する手順等を研究開発する。 

（その後の状況） 

 建設技術研究開発助成制度「ASR 劣化構造物の力学性

能推定技術の確立」（H23～25）の最終年度において、実

ASR 劣化構造物および実規模 ASR 劣化供試体への解析

利用の有効性を検証するとともに、技術導入が容易な簡

易耐力推定手法の確立を目指している。 

③継続 ③現場

17-8 ８ Ⅱ 

多機能検査車走行に

よる道路構造物の健

全性評価 

京都大学 

大学院 

教授 

杉浦 邦征

加振機能と高精度な計測機能を有する多機能検査車両を

開発し、検査車が走行しながら橋梁の加振と応答計測を行

うことで、橋梁の健全性を評価するシステムを構築するとと

もに、本システムを用いた管理手法を提案する。 

― ― 

18-1 1 Ⅲ 

道路の整備・維持管

理費用、環境費用を

考慮した受益者負担

の仕組みに関する研

究 

一橋大学 

大学院 

教授 

根本 敏則

 道路整備に係わる新しい受益者負担の仕組みを構築す

るため、諸外国の制度との比較分析、費用・負担の実態整

理を行い、より柔軟な有料道路制度、対距離課金の提案

を行うことを目的とする研究であった。 

（その後の状況） 

 平成 24 年度、25 年度、日本交通政策研究会において、

特別研究「対距離課金に関する研究」を実施している。 

③継続
⑦その

他 

18-2 2 Ⅰ 

駐車デポジット制度

（PDS）による受容性と

柔軟性の高い都心部

自動車流入マネジメ

ント施策の研究と実

証 

名古屋大学

大学院 

教授 

森川 高行

 都心部の交通環境を改善するため、ITS を活用して「入

域賦課金」と「駐車政策」を組み合わせた、「日本型ロード

プライシング」を開発することを目的とする研究であった。 

― ― 

18-3 7 Ⅱ 

センサーネットワーク

を利用した次世代型

斜面防災システムの

構築 

立命館大学

教授 

深川 良一

 限られた資源で斜面崩壊を予知し災害を未然に防ぐた

め、センサー技術、情報通信技術、地盤工学を用いて、低

コスト、運用の容易さ、高い信頼 性、斜面状況の監視精

度向上が実現可能な斜面防災機器・システムの開発を行

うことを目的とする研究であった。 

（その後の状況） 

 地盤工学会関西支部地盤技術賞受賞（2011 年 4 月 19

日）。無線システム自体の安定性はかなり向上してきたが、

同時並行で開発している超音波センサーの信頼性確保が

②試験 ②試験
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目下の最大の課題である。 

19-1 7 Ⅱ 

凍結融解作用を受け

る斜面の崩壊予知・

災害危険度評価シス

テムの確立 

北海道大学

大学院 

教授 

三浦 清一

 凍結融解に伴う構成地盤材料の力学特性の変化に着目

した、凍結融解・降雨複合型斜面崩壊現象の簡易災害危

険度評価式を提案するとともに、寒冷地用地盤情報デー

タベースを作成し、凍結融解作用を受ける斜面の災害危

険度評価を行うシステムを開発した。また、現行の管理指

標に加え地盤の凍上性と凍結深に影響する項目を新たな

管理指標とする、積雪寒冷地用の斜面管理方法を新たに

提案した。 

（その後の状況） 

 実物大盛土斜面の構築と計測を継続するとともに、試料

による室内要素試験を実施し、精度向上に取り組んでい

る。平成 24 年度に土木学会賞（研究業績賞）、北海道科

学技術賞を受賞。 

②試験 ④３年

19-2 7 Ⅱ 

津波による道路構造

物の被害予測とその

軽減策に関する研究 

九州工業 

大学 

教授 

幸左 賢二

 スマトラ沖地震調査による橋梁構造物の被害分析および

損傷橋梁をモデルとした水理模型実験、遠心模型実験に

より、津波による橋梁への作用力および盛土高と越流水深

の関係を提案した。ついで、提案した設計手法を和歌山

県の道路構造物に適用することにより、実被害度を想定す

るととともに、対策工の検討を行った。 

（その後の状況） 

 橋梁の桁、橋脚、橋台についての津波設計法・対策工

について、引き続き検討を進めている。 

③継続 ④３年

19-3 8 Ⅱ 

各種道路橋床版にお

ける疲労損傷の非破

壊検査システムに関

する研究開発 

大阪大学 

大学院 

教授 

鎌田 敏郎

 道路橋に使用される主要な床版（RC 床版，鋼床版）に発

生する疲労損傷の中で、現場での目視確認が困難な為に

大きな問題となっている損傷を対象とし，高精度検出でき

る効率の高い非破壊検査システムを構築する。 

（その後の状況） 

 研究終了後も継続的に実用化を目指して試験施工等で

熟度を高めている。 

②試験 ①適用

20-1 3 Ⅱ 

実世界を真に支援す

るサービスイノベーシ

ョン型空間情報社会

基盤に関する研究開

発～毎朝エンジンを

かけるたびに簡単に

地図更新されるカー

ナビに向けて 

東京大学 

特任講師 

関本 義秀

 本研究では、近年、道路の基盤的な情報の網羅性、新

鮮性、正確性が求められている中で、道路工事図面や工

事入札情報等、道路構造の変化を表現する様々な更新

情報の流通体制を構築するために、国や都道府県、市町

村等、各道路管理者から試験的に更新に関連する情報の

収集を行うとともに、道路の更新情報を必要とする官民の

事業主体に対してサービスを提供しやすい標準的な形式

にまで整えるための基盤の技術開発を行った。 

（その後の状況） 

 平成 25 年度より、当該研究成果の実用化を目指し、複

数の民間企業との共同研究を開始予定である。 

②試験 ②試験
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20-2 4 Ⅱ 

ＩＴを活用した合理的

な事業マネジメントシ

ステムに関する研究

開発 

東京大学 

特任教授 

石川 雄章

 道路資産の老朽化に伴い維持管理がますます重要な課

題となるなか、限られた人員で、多様化する利用者ニーズ

の対応や工事施工や維持管理業務の円滑な実施・管理

が求められている。このため、道路行政の業務・システム改

善とＩＴを活用した履歴管理・現場業務の省力化などによ

り、合理的なマネジメントシステムの確立を目指し、研究開

発を実施した。 

（その後の状況） 

H24 は関東地方整備局道路部からの委託研究として、

同整備局道の相談室のデータを活用し、苦情・問合せ対

応データの活用について検討を実施。H25 は東京国道の

データを対象に加えて研究を継続している。 

②試験 ②試験

20-3 5 Ⅰ 

自転車等の中速グリ

ーンモードに配慮し

た道路空間構成技術

に関する研究 

徳島大学 

大学院 

教授 

山中 英生

 都市交通のグリーン化を促進するため、我が国における

自転車等の中速型グリーンモードの役割を明確にし、それ

を支える道路空間システム（空間構成、ルール、情報提

供）を構成する技術体系構築のため、多様な交通手段の

共存性・道路環境の情報伝達性の視点から新技術を開発

するものである。 

（その後の状況） 

 平成２４年１１月に国土交通省道路局・警察庁交通局より

本研究成果の内容が取り入れられた「安全で快適な自転

車利用環境創出ガイドライン」が発出され、一層の政策普

及段階に入っている。 

⑤その

他 
①適用

20-4 7 Ⅱ 

レーザー波干渉を利

用した亀裂性岩塊の

遠隔からの安全な安

定性調査法の確立 

岐阜大学 

准教授 

沢田 和秀

 亀裂性岩盤斜面の安定度評価法として、レーザー波の

干渉を利用した遠隔から非接触で調査できる手法を提案

し、現場実験・模型実験を通して実務への適用性を確立

するものである。 

― ― 

20-5 8 Ⅰ 

緻密でよく曲がるセメ

ント系材料を用いた

補修・補強工法 

名古屋大学

教授 

中村 光 

 本研究開発では，高強度，高靭性，高い物質移動に対

する抵抗性を有する超高強度ひずみ硬化型セメント系材

料（UHP-SHCC）を用いて，補修・補強工法の実用化を目

指す．具体的な工法としては，①床版の上面増厚工法の

開発，②表面保護工法の開発，③耐震補強・被災後の早

期復旧工法の開発，とした． 

（「超高強度ひずみ硬化型セメント系複合材料」は、有機

短繊維をモルタルに混入した繊維補強モルタルの一種で

あり、超高強度、超高靭性な材料） 

（その後の状況） 

 H24 年度に国道 23 号線（名古屋国道事務所）の壁高欄

の表面保護工に試験施工を実施した（現在、経過観察

中）。なお、実際の現場にて実施した際に、交通規制時間

の短縮なども含めた社会便益に対しても当該新技術の優

位性があることが検証された。 

②試験 ②試験
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21-1 1 Ⅰ 
道路交通の時間価値

についての研究 

東京大学 

准教授 

加藤 浩徳

本研究は、交通の時間価値を対象として、以下の内容

について研究を行うことを目的とするものである。 

(1)国内外の交通の時間価値のレビュー・データベース化 

(2)我が国における道路交通の時間価値の推定および推 

定法の検討 

(3)我が国における交通の時間価値設定のあり方について 

の検討 

（その後の状況） 

本研究の成果をもとに書籍の出版を行った（『交通の時

間価値の理論と実際』、技報堂出版 2013 年 7 月）。また、

研究課題として残された点について取り組むとともに、さら

なる研究の拡張を進めている。 

②試験 ②試験

21-2 3 Ⅰ 

ＩＴＳを考慮した 1.5 車

線的道路整備の整備

指針の研究開発 

高知工科大

学 

教授 

熊谷 靖彦

中山間部の道路の狭隘区間、災害・事故や工事による

片側交互通行規制区間等の安全及び円滑化を図るため

には、ハード整備だけでなく ITS 技術を組合せた対策が有

効である。本研究は、地域の実情を考慮した ITS（以下、

「地域 ITS」とよぶ）技術を活用し、車線・道路幅員減少区

間等における効果的・効率的な走行支援システムの開発

を、全国展開を意識しつつ行うとともに、システム導入効果

の評価手法の開発を行ったものである。 

（その後の状況） 

ゆずりあいロード支援システムは、平成 24 年度に静岡

県で実用化が決定し、現在 2 個所で供用が開始された。

走行支援システム導入効果の評価手法に関する研究は、

静岡県がゆずりあいロード支援システム導入判断時に、判

断材料の一つとして活用されている。 

①終了 ①適用

21-3 3 Ⅱ 

複合データによる道

路サービス・パフォー

マンス情報システム

の研究開発 

筑波大学 

教授 

石田 東生

本研究では、路側観測データとプローブカー調査デー

タに関するそれぞれの特性の把握を行い、交通状況に対

して、空間的・時間的特性の整理を行う。リアルタイムに計

測される路側観測データを、両データの蓄積によって求め

られる法則性に適用し、広域への適用可能性と信頼性に

ついて示すことの出来るシステムを構築することを目標と

する。特に、「複数データを融合した道路パフォーマンス指

標作成」及び「道路パフォーマンス情報収集システムデザ

インの提案」の 2 点を研究の中心として分析、検討を行っ

た。 

（その後の状況） 

プローブカーデータの制約から、新たな拡充が出来な

いのが現状である。その一方で、近年注目されている交通

関連ビックデータを用いたパフォーマンス指標の導出等、

新たなデータが出現しつつあり、土木学会「交通関連ビッ

グデータの社会への実装研究小委員会」などを通じて、新

たな展開を図っている。 

④中止
⑦その

他 
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21-4 8 Ⅱ 

水分履歴を考慮した

不飽和道路盛土の耐

震性の評価法と強化

法 

京都大学 

教授 

岡 二三生

豪雨や浸透水などの水分履歴を考慮した、道路盛土の

耐震性の評価法及び強化法の確立のため、地盤探査方

法の改良による土構造物の劣化の程度や不均一性の解

明、不飽和土の実験的な研究による動的力学挙動の把握

と構成モデルの確立、地震時の不飽和－飽和地盤の動的

浸透－変形連成解析法の開発、遠心載荷振動台模型実

験を実施した。さらに、慣用予測法との比較を行うととも

に、最新の国際的知見を調査・導入し、水分履歴を考慮し

た地震時道路盛土の詳細被害予測法の提案、耐震性評

価法と効果的排水対策方法など強化法を提言した。 

（その後の状況） 

テーマの内容が豊富なため、継続的に研究を深化させ

るとともに、発表を行い、実務への適用を模索している。 

③継続 ③現場

21-5 8 Ⅱ 

鋼橋の腐食劣化メカ

ニズムの解明と耐久

性診断に関する研究 

琉球大学 

准教授 

下里 哲弘

腐食損傷橋に対する安全安心に持続できる維持管理

技術の構築を実現するため，腐食劣化した鋼橋に対する

実用的な耐久性診断法の提案を研究目的として、過酷な

腐食促進環境下で約 30 年間曝され極限の腐食状態にあ

る無塗装仕様の耐候性鋼プレートガーダーを研究対象

に、実橋での腐食減厚調査，腐食環境調査、および実腐

食鋼材を用いた耐荷力実験により、鋼プレートガーダー橋

の構造部位別の腐食減厚分布特性の解明、腐食減厚分

布と海塩粒子の飛来特性との相関評価、および構造部位

別の腐食減厚分布に対するせん断耐荷力評価法を開発

した。 

（その後の状況） 

本研究で提案した超音波板厚計測法を実橋に適用し、

腐食環境の厳しい沿岸部の既設鋼橋に対する効率的か

つ信頼性の高い点検・調査・診断技術および塩害リスクの

低減を目指した維持管理上の留意点について総合的にま

とめ、より合理的な腐食診断法を提案することを目指し、研

究を継続している。 

③継続 ③現場

※１ 終了後の研究状況（以下の選択肢より選択）： 

①研究として実用化レベルに達したので終了した。 

   ②実用化を目指して試験施工等で熟度を高めている。 

   ③終了後も継続的に実験室レベルでの研究を進めている。 

   ④当該分野／テーマに関する研究は中止している。 

   ⑤その他（具体的に） 

※２ 研究成果の活用状況（以下の選択肢より選択）：   

   ①現場で研究成果が複数採用され、適用が進んでいる。 

   ②現場で試験施工等を実際に行なっている。 

   ③具体的な試験施工等の現場を探している。 

   ④現状では、３年以内に試験施工で使えるレベルに達することを目指している。 

   ⑤現状では、試験施工で使えるレベルに達するまでには４年以上を要する。（概ね＿年後と想定している。） 

   ⑥基盤研究／要素研究であり、直接的に現場での活用を目指していない。 

   ⑦その他（具体的に） 

※３ 網掛け部分はヒアリング調査対象課題（2 件）を示す。 

 


